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論文の背景と目的
　近年，中国は経済発展とともに，中間層が増加し，これら
の新たな消費者が食品安全性を重視するようになり，無公害
食品，緑色食品，有機食品などの，より安全性が高い農産物
の安定的供給が課題となってきた．1994年から有機農業に関
する生産や認証基準などの制度が実施され，有機食品が制度
化し，有機農産物生産が全国的に広く展開してきている．そ
の一方で，循環型農業は中国国家戦略になっている．2006年
の中国共産党中央委員会第１号文献では「現代化農業建設を
推進して，循環農業を積極的に発展する」という方針を示し，
2007年の同委員会第１号文献では「農村環境保護を強調し，
農業汚染を減少，循環農業，生態農業の発展を激励し，条件
がある地域では有機農業の発展を進むべきである」としてい
る．このような国家的方針の下に，尹昌斌らは，農業廃棄物
処理に対して，資源化利用を実行し，耕種農業生産による生
物資源の利用と家畜糞尿の資源化利用を実現すべきだと主
張している1）．また張庸萍，袁冬梅は家畜糞尿を技術処理し
て資源化し，耕種と畜産で循環利用し，バイオガスを紐帯と
して家畜糞尿の資源再利用をするべきと提案するなど，この
領域ではバイオガス利用がメインストリームである2）．また
劉刈らは，2008年に中国の73カ所の大規模畜産を調査して，
75.3％がバイオガス処理であり，堆肥製造とみなせる好気性
発酵処理はわずか1.4％であるとしている3）．
　2010年の第一次全国汚染源調査公報によると，家畜養殖に
環境汚染の各指標をみると，化学酸素要求量が1,268万トン，
窒素が102万トン，リン16万トンに及び，各々，農業部門排
泄量の96％，38％，56％を占め，中国の畜産業は農業部門の
最大の汚染源になっている．近年増大する都市中間層への食
肉供給を担う，大都市の背後地に発展をみた集約的畜産の多
くは，糞尿処理についてはバイオガス・プラントによるもの
が多く，耕種農業への良質の有機質提供には消極的で，発酵
前の固形物，バイオガス抽出後の消化液の提供が主となって
いる．このような畜産と耕種農業の循環は，食肉生産にとも
なう廃棄物処理と，環境汚染の原因となっている化石燃料の
節約という目的にかなっているとはいえ，環境保全と地力増
進を内容とした循環型農業の核となる耕畜連携としては，望
ましいあり方とはいえず，提供をうける農家サイドも，悪臭，
液体運搬の不自由さ，適期処理を強いられる点，病気の発生
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などの問題に直面している．　したがって，環境汚染をひき
おこすほど過剰に有機物がありながらも，個々の有機農業経
営においては，一般に安定した有機質確保が難しいという現
状がある．
　本研究の目的は，中国有機農業の生産者サイドが共有して
いると思われる，二つの問題，すなわち有機質供給のあり方
を規定する地力循環方式，及び経営形態を規定する土地の共
同利用をベースとした経営発展プロセスについて，耕種農業
と畜産との資源循環形態，技術段階を規定する設備投資のあ
り方に着目しつつ，畜産で全国２位を占める山東省の寿光市，
泰安市及び北京市近郊の事例分析を行い，堆肥利用による有
機農業における経営発展の論理を見いだすことである．
中国における食生活の変化と有機農業
都市中間層の増大と食の変化
　社会経済の発展につれて，2010年現在，中国における中間
層は３億人を超えて，総人口の23％，都市人口の50％近くを
占めるに至っているとみられる4）．国民の生活水準が上昇す
るとともに，食生活に占める肉・油脂類の比重が高くなった
（図１参照）．1990年に都市住民の野菜・果物の消費量は平
均年間179.81kg，穀物は130.72kg，肉･油脂類は31.56kgであっ
たものが，2010年には都市住民の野菜･果物の消費量は平均
年間170.34kgと変化しないが，穀物は81.53kgへと大幅に減少
し，肉･油脂類は43.56kgへと増大した．野菜を生食する機会
も増えてきており，野菜・果物の質も変化している．これら
の中間層によって食品の安全性がこれまで以上に重視され
始めた．豊かになって，量だけでなく質を重視する傾向，及
びより安全なものを求める傾向が，有機農産物への需要を増
大させていると考えられる．
中国における有機農業の導入と認証制度
　中国では改革開放以来，食料問題を解決するために，過度
に化学肥料，農薬を投入して，生産量を増大させていた5）．
これによって，様々な環境問題，残留農薬問題が発生し，
2002年の冷凍ほうれん草残留農薬問題，2007年中国冷凍ギョ
ウザの農薬混入事件なども引き起こされてきた．2009年の李
銅山の調査では重金属汚染耕地は2,000万ha，農薬汚染耕地
は900万ha，汚水灌漑汚染耕地は216.67万ha，大気汚染耕地は
533.33万ha，個体廃棄物堆積・毀損耕地は13.33万haとなって
いる．また，水質調査結果によると中国の河川70％が工場廃
水によって汚染されており，そのうち40％は基本的に水を使
用できない状態にあり，また都市部を流れる川の95％が重度
の汚染状態にあると報告された６）．
　それに対して，安全性をどのように担保するかが課題とな
り，従来の食品認証制度をもとに有機産品についての国家標
準が導入された．安全性を認証された中国の農産品は無公害
食品，緑色食品，有機産品に分けられている．このうち，無
公害農産物，緑色食品は中国の独特な基準により認証された
ものである．それらの相違点を表１に示した．これらの，三
つの農産品認証制度の認証機関は別々である．このうち，無
公害農産物は農業部にある「農産物品質安全センター」によ
り管理されてはいるが，各自治体によって認証基準が若干異
なっている．無公害農産物とは農薬，化学肥料の使用を基準
内に抑え，健康に害がないものとされた農産品等であり，日
本の一般的な慣行農産物と基本的に変わるところはないと
思われるので，本論の対象とはしない7）．
　中国緑色食品に関する政策は90年代から始まり，中国全土
と中国国民に対して広く普及している制度である．1990年５
月，中国農業部に「緑色食品」の推進プロジェクトが発足し，
「緑色食品弁公室」が設置されている．1992年11月には，「緑
色食品」の認可，促進などを実施する全国的機構である「中
国緑色食品発展中心（China Green Food Development Center, 
CGFDC）」を設立した．同センターの下に，緑色食品委託管
理機構が38ヶ所，緑色食品生産地域環境監視測定機構が56ヶ
所，緑色食品のシステム，品質，技術に関する管理ネットワー
クが形成された．1993年には，中国緑色食品センターは国際
有機農業運動連盟（IFOAM）に加入している点からも，緑
色食品政策が有機農業の普及を当初からの目標にしていた
と考えてよい．
　緑色食品は，「持続可能な生産原則に基づき，特定の生産
方式で生産され，なお，認証機構によって緑色食品のマーク
を使用することを許可された汚染されていない安全，優良な
品質，安全的な食品」と定義されている．緑色食品の認証対
象は農産物，畜産物，水産物だけではなく，加工食品も含ま
れる．加工食品を加えたことにより，食品の付加価値があが
り，より一層ブランド化を図ることが容易になっている．
　緑色食品は，A級緑色食品とAA級緑色食品の二つに分け
られ，作物と土地も同時に認証している．A級緑色食品は生
産中に許容限度内の量，時間，種類で安全性の比較的高い化
図１　都市住民の穀物，野菜・果物，肉・油脂類の消費量
出所：2012年中国統計年鑑より作成 　
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学合成物質を使用し，AA級緑色食品への過渡的減農薬，減
化学肥料農産物であり，日本の特別栽培農産物に似かよって
いる．生産地が「緑色食品生産地環境品質基準」を満たし，
生産過程において緑色食品生産材料準則および生産操作規
定を厳格に守り，積極的にバイオテクノロジーや物理的な方
法を利用することで，緑色食品製品基準を満たしている．こ
れに対して，AA級緑色食品とは生産地の環境が「緑色食品
生産地環境品質基準」を満たしており，生産過程において，
化学合成された農薬，肥料，食品添加物，飼料添加剤，家畜
用薬品および環境また人体に有害な物質を使用していない．
また，有機肥料を使用し，緑肥になる作物を植え，輪作など
の技術を用いて土壌を改良し，病害虫を防ぐことで，品質を
守り，一層厳密に緑色食品製品の基準を満たしており，中国
の有機食品に関する国家標準「有機産品」にほぼ等しいとさ
れている．2012年緑色食品の認証面積が1600万ha，17,125種類，
売上が3,178億元となった．1997年の面積213万ha，892種類，
売上240億元と比較して急増してきている．
　1994年設立された南京国環有機製品認証中心（OFDC）は，
IFOAM（国際有機農業運動連盟）が策定した「有機農業と加
工のIFOAM基礎基準」に基づき，以下のような有機食品の
認定条件を定めた．その特徴は，製品の安全性の強調に加え
て生産環境をより重視していることにある．①生産団地は有
機食品認証管理法に従い，水源と周辺環境などに汚染源が無
いこと．②生産物は有機食品の基準を満たしていること．③
農産物の栽培，畜産の飼育，水産の養殖及び加工は有機食品
品質量管理法の規定に準じること．④有機生産物の包装及び
運送は有機性保持のため，専用容器と箱を使用しなければな
らないことである．
　OFDCは1999年に「有機産品認証標準」を制定して，2005
年にGB/T19630 「有機産品」が実施された．「有機産品」は中
国の有機産品に関する国家標準であり，四つの部分によって
構成されており，第１部は生産，第２部は加工，第３部は標
識及び販売，第４部は管理体系である．これ以後，中国にお
いて有機農業に関する生産や認証基準などの諸制度が実施
にうつされ，有機食品が制度化し，有機農産物の生産が全国
的に広く展開してきている．2010年の中国における有機認証
面積は34.7万ha，年生産量が95.8万トン，国内販売額が
771,296万元，海外輸出額が39,515万元にのぼる8）．認証済み
の有機農産物生産面積は190万haとなっている9）．中国有機産
品の消費地は，主に大都市（北京，上海，広州など），及び
海外であり，消費対象は知識人，妊婦，産婦，乳幼児，老人
などとみられている．
表１　無公害農産品，緑色食品，有機農産物の相違点
項目 無公害農産品 緑　　色　　食　　品 有機農産物
概 念
「無公害農産品」とは，産
地の環境，生産プロセス及
び産品の品質が関係する国
家標準及び規範の要件を満
たすことにより認証を受
け，無公害農産品の表示を
許可するもの．
「緑色食品」は，Ａ級，AA級緑色食品に分けられて，生
産地の環境が「緑色食品産地環境基準」に適合している． 有機農産物とは，有機農業
の原則に基づいて，化学合
成された農薬，化学肥料，
食品添加剤などを一切使用
せずに，有機認証された農
産物である．
Ａ級緑色食品は生産中に許
容限度内の量，時間，種類
で安全性の比較的高い化学
合成物質を使用しているも
の．
AA級緑色食品は，生産過
程で，化学合成された農薬，
肥料などを一切使用しない
ものであり，有機食品の標
準とほぼ等しい．
背 景
食糧供給が過剰になり，残
留農薬，食品中毒など食品
安全性の問題が発生した．
一部の消費者がより高品質な農産物の生産を求める．
国際輸出，国内中間層に向
けて広がっている．
目 標
生産が規範化，食品安全性
が保証される
慣行栽培よりも規制水準が高め，都市の消費者の需要を
満足する
生態環境を保護，自然と人
間が共生する
安 全 性 低い　　　　　　　　　　　　→　　　　　　　　　　　　高い
転 換 期 × × 2～３年
認 証 費 用 無　　料 有料（農業部） 有料（国家）
栽培産地の
環境標準
同類，不同品種の農産品は
環境標準が違っている
同類，すべての種類の農産
品は環境標準が同じ
すべての農産品は環境標準が同じ
日本の農産
物の場合
慣行農産物に相当 特別栽培農産物に相当 有機農産物に相当
出所：孟凡喬，喬玉輝，李花粉『緑色食品』中国農業大学出版社，2002
１．安全性，転換期，認証費用については聞き取り調査より作成
２．緑色食品については加工品も含む
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中国における有機農業論の特徴
　2001年に杜相革は有機農業の生産原則，技術及び市場の需
要，発展動向を述べたが，そこでは環境保全型，循環農業に
関する問題の検討は行われていない10）．中国では2002年に
IFOAMの基準を導入し，中国有機産品標準GB/T19630を制定
したが，そこで有機農業を以下のように定義した．「有機農
業の生産標準に従って，生産中において遺伝子組み換え作物
化学合成農薬，化学肥料，生産調節剤，飼料添加剤などを使
用せずに，自然法則，生態学原理を遵守し，耕種農業，畜産
業を協調し，安定的な農業生産体系を維持するために持続的
に発展する農業技術を採用する農業生産方式」．すなわち，
有機農業は，安全で健康な食べものの生産のため，自然の恵
みを大切にし，自然を活かして，自然循環機能を土づくりな
どの形で技術化し，生産体系を高め，成熟させてきた．低投
入と内部循環の高度化が，その技術路線の基本に置かれてき
たのである．化学肥料や農薬の投入はマイナス要素であり，
有機質資材もできるだけ低投入であることが望ましいとさ
れている．事実上ここから，耕種農業と畜産業を結びつける
資源循環の視点が意識されはじめたと言ってよいだろう．有
機農業の目標のひとつは，地域の広がりのなかでの循環型農
業の形成あるいは再建にある．
　2006年には温明振が循環有機農業経済11）の定義を提出し，
資源循環の視点を提出した．温は3R原則12）に基づいて，廃棄
物を利用するなど，枯渇性資源の使用を減少させ，また肥料
購入を節約し，水肥一体化，水資源の再利用，畜産に結びつ
いた有機質の循環利用を提唱した．しかし，2011年に鐘普寧
らは，農村の基本的な経営制度，農民の増収政策，農業の補
助政策，農産品の品質を安全監督する政策および専業合作社，
労働力に関する政策を述べたが，環境保全型農業及び資源循
環型農業は，有機農業に関連した政策としては提出されてい
ない13）．
　近年，植物工場の導入を進めていることも，比較的容易に
安全性が確保できるとはいえ，資源循環に対する問題意識が
薄いと言わざるをえない．すなわち温の問題提起にも関わら
ず，またIFOAM基準の導入が行われている一方で，中国有
機農業は安全問題への配慮はあっても，環境保全や資源循環
との関連性については未だ十分に意識されているとはいえ
ないと考えられる．これは前節でみたように，安全性問題の
解決をはかるために，有機農業が制度先行，国家主導で導入
されてきたことと関連があるように思われる．
　以下では，本格的な環境保全型農業及び資源循環型農業の
確立にとって，核となる耕種農業と畜産との連携について，
その発展の論理を有機農業経営の有機質確保事例によって
検討することにしたい．
有機質供給の脆弱性克服―域外供給から域内供給へ
有機農業経営における有機質確保の事例
　山東省寿光市の事例A，北京市延慶県の事例B，山東省泰
安市の事例Cの三つの事例概況を表２に示した．本研究の有
機質供給のあり方と土地利用共同のあり方という，二つの視
点からみると有機質供給は域外供給，域内供給，経営内供給
三つの段階がある．経営形態は個別農家が土地を共同利用し，
栽培協定を結んだもの，そして合作社が土地を企業に貸し出
して，企業がレンタルハウスを建築して，個別農家に貸出し，
さらに企業が栽培基準に基づき，肥料，農薬などを一元的に
供給し，マーケティングや販売も行うもの．さらに企業が多
角経営を行い，経営内部に多様な農業形態を形成し，耕畜連
携を柱とした資源循環の中に有機農業を位置づけるような
形態に発展したものである．三つの事例について概況は以下
のとおりである．
事例の概況
　事例Ａについて2012年９月に山東省寿光で調査を行った．
寿光市は山東省の中北部に位置し，総面積が2,180平方キロ
メートル，総人口が113.94万人（2010年の第六回人口調査デー
タ），耕地が141万ムーである．年間平均温度は12.7℃，年間
平均降水量が593.8ミリである．2012年に野菜の栽培面積が80
万ムーになっていて，年産量が40億キログラム，年生産額が
40億元である．有機野菜の栽培面積が65万ムーで，大棚14）と
呼ばれる土壁ハウスが20万棟あり，約3,000ムー，15個の輸
出用農産物の団地がある．北京で消費される野菜の35％が寿
光で生産されている．寿光の野菜農家の８割が鶏糞肥料を使
用している．調査対象とした事例Aは，2006年５月から有機
野菜の栽培を行っており，認証された野菜の品種はナス，キュ
ウリ，トマトなど18種である．栽培団地の面積は300ムーで
数十戸の農家が集まって，90％外国の種を使って野菜を栽培
し，腐葉土を主要な有機材料として投入している．袋詰の有
機肥料を購入する形態で，域外供給の段階である．経営者の
多くは環境保全，資源循環についての知識に乏しく．畜産糞
尿が環境汚染の原因となっていることを知っていたが，その
ことが自らの園芸農業と関係することだとは感じていない．
したがって園芸農家間では土地を共同利用し，有機栽培協定
を結んでいるが，堆肥などの有機質確保のために，共同関係
を畜産経営へ広げるという発想をもっていないように感じ
られた．
　事例Ｂのある延慶県は北京の西北部に位置し，北京市から
74キロメートル，面積が1,993.75平方キロメートル，人口が
28.6万人，農業人口が16.7万人である．年間平均気温は８℃，
年間平均降水量は469ミリ．北京に近いため，空気，水につ
いても確認したが，国家二級標準及びそれ以上の空気品質（６
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段階中の上位１，２番目，2013年では上位47％）の天気が年
間日数の80％以上を占め，水の品質も国家二級標準（６段階
中の上位２番目，2013年では上位53％）とされ，いずれも比
較的良好である．2010年前半年で58種類の農産品が無公害食
品に認証されていて，17万ムーの穀物圃場，2.6万ムーの果
樹園地，5,000ムーの野菜圃場が認証されている．有機農業
を行う企業は64社あり，262種類の産品が認証されている．
総面積は６万ムー，有機産品年産量が５万トン，売上が3.6
億元である．有機耕種農業については，認証団地が42ヶ所，
生産面積2,907.46ha，年産量が24,299.9トン，売上が21,613万
元である．2005年から，延慶県政府が有機認証に450万元，
施設栽培に1.48億元の補助金を支出し，有機循環農業を支援
しており，2011年11月には国家認監委から「中国有機製品認
証模範県」に指定された．
　2012年９月に北京市延慶県で有機農業を行っている緑富隆
農業会社について現地調査を実施した．北京緑富隆農業会社
は2002年に成立した．その前身は北京市緑富隆蔬菜会社であ
り，延慶県人民政府の管轄下に置かれている．2005年12月に
農業部で有機農産物転換を認められ，2008年３月に北京中緑
華夏有機食品認証中心から有機認証された．調査対象とした
団地は延慶県の元県鎮西側にあり，農場の面積が1,000ムー
で，温室126ムー（21棟），ビニールハウス170ムー（170棟），
連棟温室15ムーからなっている．トマト，インゲン，イチゴ，
トウガラシなどを主要な栽培種類として生産している．野菜
の年産量は約4,500トンである．2008年，オリンピック大会
に野菜を提供したこともある．
　地域内で畜産と提携し，牛糞を購入して，堆肥を作る形で
有機質を確保しており，域内供給の段階にあたる．有機質の
安定確保を一定程度達成している．経営形態は合作社が土地
を企業に貸し出して，企業がレンタルハウス化を行い，企業
が栽培基準に基づき，肥料，農薬を，レンタルハウスを借り
ている個別経営群に一元的に供給し，マーケティングや販売
も行っている．一定の共同化が進展しており，有機質確保に
ついてもスケールメリットを活かして製造・供給を行ってい
る点で，事例Aとは大きく異なっている．
　事例Cのある泰安市は山東省の中部に位置し，土地面積は
77.62万ha，総人口は558.87万人，農家人口は352.28万人であ
る（2013年山東省統計年鑑より）．年間平均温度は13℃，年
間平均降水量は697ミリ，高温多湿の気候である．冬場の気
温は氷点下に下がるため害虫の越年を困難にし，越冬栽培の
活用によって，害虫が活動を始める前に収穫することができ
る．泰安市は中国五岳の第一名山であり，世界遺産にも指定
されている泰山を仰ぎ見る景勝の地であり，周囲からの汚染
の可能性が少ない地域である．
　調査対象になっている事例Ｃは，泰安市岱岳区に位置し，
1994年から有機農業を行っていた，現在，泰山亜細亜会社は
26ヶ所の有機野菜団地があり，その面積は27,000ムーに達し
て，年間加工生産量が20,000トンにのぼる．また８ヶ所の有
機転換中の団地があり，面積は10,000ムー以上に達している．
有機産品の認証の情況は表３に示している．
　泰山亜細亜会社の経営単価である，事例Cの経営面積は
2,000ムーに及び複数の村落にまたがって，ほうれん草，小葱，
インゲンなど20種類の有機野菜を栽培している．有機質供給
から見ると，別の部門が有機養豚場を経営して，その糞便を
原料として肥料工場で堆肥を作る形で，有機質を経営内供給
している段階に達している．経営形態から見ると，企業が多
角経営を行い，地域農業を形成し，資源循環の中に有機農業
を位置づけるような形態で発展したものである．
有機質自給基盤の脆弱性
　事例Ａでは，付近の農家を含めて，有機栽培に主要な有機
質として腐葉土を投入している．現在では既に中国国内の腐
表２　調査対象の概況
事例A 事例B 事例C
位置 山東省寿光市 北京市延慶県 山東省泰安市
創立時間 2006年 2002年 1994年
認証主体 団体 国家 国家
団地数 ２カ所 １カ所 26カ所
経営面積 310ムー 約1,000ムー 約2,000ムー
有機質供給 域外（腐葉土・袋詰堆肥購入） 域内（地域の畜産経営から） 経営内（畜産部門から）
経営形態 個別経営 個別経営及び企業経営 協同経営及び企業経営
耕作単位 栽培協定下の個別農家
賃借ハウスごとの個別経営
企業直営のハウス栽培
生産組合（有機農業）
企業（畜産，肥料生産）
出所：聞き取り調査より作成
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葉土が枯渇しはじめており，北朝鮮などの海外地域からの輸
入に頼っており，中国有機農業にとって輸入腐葉土に代わる
有機質の自給が必須の課題となっている．現在のように域外
からの供給に頼っているだけでは，供給途絶，価格高騰の可
能性もあり，将来にわたって安定的な有機農産物の供給は難
しいと思われる．しかし，これらの農家は後述するような土
地共同により，有機農業を実現し，相対的に高い収入をえて
いるものの，個々の農家については，堆肥製造によって，耕
種農業と畜産とを結ぶ有機質循環を実現させる資本も技術
も持ち合わせていない．現在は高品質野菜の高価格に支えら
れるかたちで，品不足から高騰していく腐葉土を投入しつづ
けている．
地域循環の萌芽と肥料生産部門の確立
　事例Ｂについては，このような域外供給の脆弱性を克服す
るために域内供給を進め，地域循環の萌芽が見られる．地域
内の畜産経営と提携し，廃棄処分となる牛糞を購入して，栽
培団地に堆肥盤を建設し，麦わら等と混合し発酵させて堆肥
を製造し，有機質を安定供給する体制をとっている．堆肥に
は，作物に養分を供給する肥料効果とともに，作物が育つ土
壌環境を改善する効果もある．このように廃棄物や残渣を利
用して発酵させ，堆肥として使用しているほか，並行してメ
タンガスを農場に供給し熱源として利用している．これらは
いずれも零細な個別経営では採用できない技術である．堆肥
の施肥量が平均１ムー当たり1.5～2.5トンに達しており，さ
らに土地にミミズを入れて，堆肥を与えて土壌中の微生物を
活性化して，有機質の量や地力を高め，栄養物を循環利用し
ている．このように，地域の畜産経営と提携して，事例Ａに
みられた有機質の域外供給の脆弱性を一定程度克服している．
地域循環の成長
　事例Ｃでは，1994年～1996年には，有機質供給は域外供給
の段階であった，1997年から各農家が個別に堆肥舎を建設す
るか，各団地に共同利用の一定面積の堆肥盤を建設していた．
1997年にはOFDCの認証を受けた有機肥料工場を設立し，ま
た2000年から企業が養豚場を経営しており，この有機肥料工
場は面積が4,318.8ｍ2，生物有機肥料の醗酵室，種菌育成場，
土壌検査室を含んでいる．そこから年間をとおして栽培団地
に供給している生物有機肥料は年間約5,000トン，微生物葉
面肥は15,000ボトル（200ｍl/ボトル）である．肥料は各農家
に販売している．このような有機質供給方式の転換が行われ
た主な要因は，各農家が統一栽培協定の下で共同出荷してお
り，作物について一定の品質確保するために，標準的栽培法
を奨励しており，肥料品質を安定させる必要があったこと．
養豚経営の糞尿処理と作物残滓の処理費用を節約しつつ，安
価な有機肥料の確保が可能となるからであるとしていた．
　生物有機肥料は，有機養豚場での糞便及び加工工場の残渣
が混合され，微生物醗酵菌を用いて腐熟されたものである．
堆肥に関する技術は，日本の農業改良普及所OBの技師が常
駐し，堆肥作りや土壌診断の指導をしている．また研究機関
で土壌分析を行って，肥料設計に活用し，輪作体系の導入を
図るなど，科学的な栽培技術の確立を志向している．同社は，
こうした活動は単に有機認証取得のためではなく，生態系保
護の視点で循環型農業を目指していることが理由であると
している．加工工場の切りくずを豚の飼料として，他方，肥
料工場では養豚場の糞便を原料とするなど，循環的な利用を
試みている．
　水についても，生産廃水を生物化学的処理した後に，有機
レンコン栽培に利用するなど，資源の節約を行っている．そ
表３　事例Cにおける産品認証の発展
年　度 認　　　証　　　単　　　位
1997年 国家環保総局有機食品発展中心OFDC
1998年
国際有機作物改良協会OCIA
ISO9002：1994国際品質管理体系認証
1999年 HACCP認証
2000年 日本オーガニック＆ナチュラルフーズ協会JONA有機認証
2001年 日本農林規格協会JAS協会
2002年 米国農業部NOP有機認証
2005年
ヨーロッパ有機農業条例EU2092/91
イギリス小売商協会BRC認証
2008年 フランス国際生態認証中心（ECOCERT）のNOP，EU，JAS，GB 認証
2009年 フランス国際生態認証中心（ECOCERT）の適正農業規範（Global GAP）認証
出所：聞き取り調査より作成
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の結果，2010年には作物と水の循環利用により企業の所得を
1,000万元増加させた．残留農薬は，冷凍野菜向上に残留農
薬検査機械が配備されており，有機農産物に限らず，全ての
農産物の農薬残留の有無と実際の数値が把握されるシステ
ムになっている．事例Ｃの場合には，前述した多角化による
経営形態の高度化という側面に加えて，地域を包括する経営
システムの一部を構成しており，資源循環の一部が単に内部
化しているというよりも，単一の経営において，高度な多角
化と大規模化をともなって，地域資源循環を確立していると
いえよう．
有機質コストの比較
　三つの事例について効率という面から数字で評価してみ
ると，その結果，やはりAよりBのコストが小さく，BよりC
のコストが小さいという関係を見いだすことができる．大棚
でトマトを栽培する例で有機質のコストを比較した（図２を
参照）．事例Aは11月，２月，８月に定植し，12月，４月，
10月に収穫する．年間３作で収量は約20 tで，他の事例と面
積当たり収量はほぼ同等である．事例Aでは腐葉土を有機質
として投入しており，使用量が1.3トンである．2008年に腐
葉土の小売価格は１トン当たり約700元であり，2012年に調
査を行った時に小売価格は１トン当たり1,100元へと価格が
上昇した．事例Aの場合，１ムーあたり1.3トンとして，年間
投入する有機質コストが約1,430元/ムーとなる．
　事例Bでは地域内の畜産合作社から有機質の原料として牛
糞を購入・運搬する牛糞が１トン当たり280元，1.5トン/ムー
の牛糞が必要であり，それに対して，麦わら等の副資材が80
元，加工費が260元，肥料工場の設備や堆肥盤の減価償却費
が年間平均120元，合わせて有機質投入コストは年約880元/
ムーとなる．
　事例Cでは経営内の養豚場から無料で糞便を調達し，肥料
加工工場で生産する生物有機肥料を利用しており，1.5トン/
ムーに対する糞便処理費，人件費など加工費が300元，堆肥盤，
堆肥舎及び肥料工場の設備など減価償却費が年間平均100元，
有機質投入コストはわずか年約400 元/ムーである．
　以上の比較から見ると，堆肥製造施設をもたない事例Aの
個別農家が輸入腐葉土に対する負担が最も大きく，ついで牛
糞を外部から購入・運搬する経費を負担して堆肥製造を行う
事例B，さらに多角化により，経営内部に耕畜連携を内在し
ている事例Cの場合と，有機質確保のあり方が域外から域内，
そして域内から経営内へと変化するにつれ，単位面積に投入
する有機肥料コストは明らかに低下している．
土地利用高度化と経営高度化―土地結合から資本結合へ
　寿光市の事例Ａでは合作社に参加する以前は，零細農家が
概ね２～５ムーの土地を所有して，南北地条で細長い圃場を
個別に耕作していた．このような土地形状では春夏作が中心
で， この地域では，ビニールハウスで寒冷期に作物栽培を行
うのが難しく，収益性の高い冬季を中心とした果菜類生産に
は適していないので，農業収入を飛躍的に増大させることは
難しい．また弓棚と呼ばれる細長く低いビニールハウスでは
機械による農作業の効率化を阻む弱点がある．
　大棚は冬暖型の大型施設（0.8ムーから1.2ムー程度）で，
北側が土壁で季節風を遮り，南側から太陽を取り組む仕組み
になっている．したがって，有機農業に適した施設園芸団地
を造成するためには，零細な農家が土地を交換分合すること
により，圃場を東西の向きに転換する必要がある．そのため
には零細経営が主流である現状を改革するために新たな土
地共同組織を設立しなければならない．農民の合意に基づい
て，合作社（または企業等）が土地利用権を集約し，あらた
めて土地の再配置を行うのである．
　山東省では，このような農民の土地利用共同が，園芸にお
ける有機農業を実現するための前提となり，そのような農民
の土地結合がさらなる経営高度化の出発点となっている．し
かし一般的な農家のほとんどは零細規模で資金不足，技術不
足などの問題があるため，農地を個別に貸し付けて，兼業に
よって所得を確保している場合も多く，土地利用共同の合意
をえて交換分合を行うことは，必ずしも簡単ではない．
　北京市の事例Bは，単なる農民の土地結合ではなく，外部
資本との結合への進展が見られる．企業形態の直営農場とハ
ウスをレンタルする個別経営が併存している．企業は土地利
用権だけではなく，ハウス所有権，水利権などを集約し，外
部資本と結合することにより，一般の個別経営より高度な技
術を経営に導入し，有利販売のために，レンタルハウス農民
への技術指導や，有機栽培のための栽培法の統一などを積極
的に行う．併せて，有機肥料生産と販売，出荷販売のマージ
ン，直営ハウスの生産物売上げなどから利益を得て，外部資
金に対する利子支払いを行っている．ようするに個別経営の
土地結合をベースに，企業が外部資本により有機栽培に関す
る環境をトータルに整備し，土地の一部はレンタルハウスと
して個別経営に貸出し，一部は従業員を雇って直接有機農業
を行う形態である．
図２　単位面積の有機質コストの比較
出所：聞き取り調査より作成
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　レンタルハウスは一棟約１ムーである．会社は大棚を一年
２万元で農家に貸出しており，水代，肥料代は別料金で支払
う形態である．栽培する前に，会社と有機栽培に限定するこ
とを契約し，ここで作ったものは自分で売って個人の利益に
できる．
　2010年には，4,000万元を投資し，有機農産品の配送セン
ターを成立し，面積は8,000平方メートルに増加した．各農
家に対して，配送センターをとおして，次の六つの提携先へ
の有利販売を推奨している．①スーパーと提携．2009年から
会社が京客隆，物美など大規模チェーンスーパーと．②レス
トランと提携．③学校と提携．北京農業職業学院と．④週末
野菜市場と提携．2011年から，朝陽，海淀，石景山で地方政
府の協力で週末野菜市場を設定．⑤ネット配送．ネットスー
パーを開始．⑥学校や地域社会に契約店舗を広める，など生
産から流通への進出を強めている．
　このように事例Bでは，土地の共同利用をベースにして資
本導入を行い，たんなる土地結合から資本結合へ進化するこ
とにより経営発展をとげているのである．
多角化による経営高度化
　現在，有機農業の個別経営単位は土地利用共同をベースと
して，合作社や企業体と結合する場合が多い．さらに外部資
本の導入により，購買，販売部門に加え，苗生産，有機肥料
生産などの副次的な生産部門を追加していく多角的な共同
形態が現れている．
　事例Cは，企業が栽培，加工，配送，販売及び肥料の供給
を一体化した経営を行っており，六つの有機野菜加工工場，
二つの有機養豚場，一つの有機肥料工場がある．冷凍貯蔵量
が15,000トン，定温貯蔵量が1,500トン，年間加工生産量が
20,000トンである．有機産品は冷凍蔬菜，新鮮蔬菜，乾燥蔬菜，
加工蔬菜の四種あり，アイテムは60個以上ある．企業が毎年
一部資金を出して農民の施設，設備などを改良することを支
援する．農家が栽培する前に生産，病害虫を予防など技術の
指導を受ける．有機肥料はすべて企業側が一元的に供給して
いる．
　泰山亜細亜会社は種苗中心を有しており，種苗団地の面積
は415ムーであり，10棟（ムー）日光温室，32棟（ムー）ビニー
ルハウス，6,000平方メートル．他に環境制御機能付きの温
室がある．年間1,000万トンの蔬菜と花の苗を生産しており，
アメリカ，ヨーロッパ，日本などの有機認証も取得済みであ
る15）．海外に向けて輸出する有機野菜の多くが事例Cで栽培
されたものであり，年間輸出量は5,000トンである．2011年
９月には＂九州豊園＂というブランドを登録した．このブラ
ンドは北京，天津，山東省及び沿海地域へと進出している．
　1994年に有機農業を開始して以後，企業が経営発展してい
く過程を表４に示している．1994年には，OFDCの指導のもと，
泰安市政府と地元の農業大学の協力を得て有機野菜の栽培
を開始した．当時，野菜加工工場が１つあり，面積は31ムー，
冷凍野菜生産ラインが三つ，冷凍庫容量が600トンであった．
1996年に二番目の加工工場を建設した．面積は50ムーであり，
二つの冷凍野菜生産ラインがあり，冷凍庫容量が500トンで
ある．３年間の転換期間を経て1997年にOFDCの認証を取得
し，日本向け冷凍有機野菜の輸出を開始している．1998年に
はOCIA16）とOFDCより，冷凍加工工場の有機農産物加工施設
としての認証を取得し，農薬残留検査室，有機肥料工場を設
立した．また2000年に三番目の加工工場を建設し，面積が42
ムー，二つの冷凍有機野菜生産ラインがあり，冷凍庫容量が
600トン，冷蔵庫容量が500トンである．2001年に企業が「農
業企業化国家重点先駆企業」と評価された，同年に四番目の
加工工場を建設し，面積は16ムー，二つの有機野菜生産ライ
ンがあり，冷凍庫容量は1,000トンである．2005年に五番目
の加工工場を建設し，面積は19ムー，二つの有機野菜生産ラ
インがあり，冷凍庫容量は1,800トンである．2005年には企
業の冷凍庫容量が5,000トン以上になった．この事例では，
いち早く有機栽培に取り組み，海外認証機関に認証を取得し，
ブランド化を行い，また加工部門を拡大し，付加価値を高め
ながら経営を高度化している．
小　　括
　以上の事例分析により，有機質供給と経営形態の高度化に
は，図３のような関係が見いだせた．　現段階の中国有機農
業は，一般に，有機質供給と土地の個別零細性に制約されて
いるが，事例に見られるように，循環型農業を発展させてい
く過程で，土地結合から資本結合へ，さらに多角的な経営形
態に発展する可能性をもっている．
　事例Aでは農家間の土地利用共同により施設を建設し，有
機認証のための栽培基準をもった，緩やかな個別経営の結合
関係である．これによって有機農業を行うことは可能だが，
有機質を安定的・組織的に確保することはできないし，販売
上のメリットも小さく，大規模な投資によって技術水準を高
表４　泰山亜細亜会社の経営発展状況
年　度
有機基地面積
（ムー）
販売額
（万元）
輸出額
（万ドル）
1997年  3,175  3,960   495
1999年  4,050  5,120   640
2001年  6,176  8,350 1,043
2003年  8,297 11,216 1,402
2006年 11,230 15,182 1,898
2012年 27,000 39,511 4,615
出所：聞き取り調査より作成
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めることも難しいのが現状である．事例Bでは，土地結合を
ベースに外部資本との結合を進め，有機質の安定確保，水の
確保などの課題を一定程度克服することができている．事例
Cでは土地結合，資本結合をベースに多角的な経営形態を
とって，兼業農家に対して雇用を作り出し，土地集積をさら
に容易にしている．
　このように有機質供給から見ると，域外供給の脆弱性を克
服するために域内供給に進め，さらに経営内供給へと進展し
ている．しかし穀物生産との結合や，飼料穀物の安全性といっ
た課題は残されている．
　以上のように，本研究では有機質供給と経営形態の高度化
を事例に則してみてきた．その範囲において，現段階の中国
有機農業が共有している地力問題の克服へのプロセスが共
同の範囲と深度に並行して進展する可能性を示したもので
ある．
む す び
　近年の中国では経済発展とともに，中間層の増加が顕著と
なり，これらの新たな消費者が食品安全性を重視するように
なり，無公害食品，緑色食品，有機食品などの，より安全性
が高い農産物の安定的供給が課題となってきた．
　1994年から有機農業に関する生産や認証基準など制度が実
施され，有機食品の基準を定め，有機農産物生産が全国的に
広く展開してきている．しかし中国有機農業は安全問題への
配慮はあっても，環境保全や資源循環との関連性については
未だ十分に意識されていない．有機質供給という視点から中
国有機農業の発展を見ると，個別農家が環境負荷の削減，有
機質循環を意識することなく，地域外から購買によって有機
質を補給する方式で有機農業を行っている．このままでは将
来にわたって安定的な有機農産物の供給は難しい．しかし一
部農業経営では，この脆弱性を克服するために域内供給を進
め，畜産と提携し，堆肥を作って，有機質を安定供給する体
制をとっている．さらに独立各部門が協力して，地域循環へ
と成長しているケースもある．「有機質供給の脆弱性克服―
域外供給から域内供給へ」の事例分析において，有機質供給
のあり方については，①個別経営単位での地域外からの購買
による有機質補給を行っている方式，②個別経営の共同によ
り，肥料供給部門を設立し，地域内で有機質補給を行うこと
により，脆弱な有機質供給基盤を克服しようとしている方式
を見いだすことができた．
　また経営形態から中国有機農業の発展段階を見ると，中核
的な野菜生産地帯である山東省では，有機農業に適した施設
園芸団地を造成するために，零細な農家が土地の交換分合を
行って，そのことが経営高度化の出発点となっている．しか
し一般的な農家のほとんどは零細規模で，資金不足，技術不
足などの問題がある．これに対処するために，先進的な経営
事例では，単なる農民の土地結合ではなく，企業が参入して，
外部資本との結合を進め，大規模化，効率化，経営の高度化
を進展して，課題を克服してきている．事例では，経営形態
を規定する土地利用において，①村内の農民が土地の交換分
合により，有機農業に適した園芸団地を造成し，土地につい
ての共同を行う形態，②資本面での結合を進め，合作社を設
立するか，または企業を介在させて，そこに土地利用権，ハ
ウス所有権，水利権などを集約し，レンタル事業の形態で個
別経営にハウスを貸し出す形態，③さらに外部資本の導入に
より，購買，販売部門を追加し，苗生産，畜産と有機肥料生
産などの複合的に生産部門を整備していく多角的経営形態
をみいだすことができた．
　以上のように，本稿は事例研究に基づいて，現段階の中国
農業における地力問題の克服問題が，有機農業をめぐる農家
相互の共同の範囲と深度に並行して，改善されていく可能性
が示されたと考える．本研究では，ほとんど展開することが
十分にできなかったが，この経営形態の高度化過程において，
どのような経営主体が生み出されるのか，換言すれば，農民
の主体形成がどのように進展していくのかを明らかにする
こと，また遺伝子組換作物の輸入に頼る飼料穀物の安全性と
いった課題はまだ残されているものの，現段階の中国有機農
業が共有している地力問題克服へのプロセスがこれらの共
同の範囲と深度に並行して進展する可能性が認められる点
は確認できたと考える．
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